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"Social institutionalization" refers to a state of affairs in which an individual 
remains in a psychiatric institution even though they do not need treatment because 
their family will not look after them or they have no where to go if discharged. The 
number of socially institutionalized individuals has not been greatly reduced since 
the "mental healthcare, welfare reform vision". If the reason people cannot/will not 
leave an institution is the lack of suitable places in society, places they can go 
after being discharged should be created. Based on the idea that if there are too 
many beds in psychiatric facilities some of them should be converted to residences, 
thereby allowing institutionalized patients to efficiently move back into the 
"community", a plan for converted psychiatric bed residential facilities was proposed 
in 2013 and accepted by the Ministry of Health, Labor and Welfare in 2014. So is this 
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 筆者は 1996 年から精神保健福祉の領域で仕事をしている。1996 年に精神病／障害者の
小規模作業所に職員として採用され、およそ 10 年間を支援職者として過ごした。1995 年
に精神保健法が改正されて精神保健福祉法と改称された。改正された精神保健福祉法では











































































実施した。その調査分析は、支援者の存在と「管理」の関係を述べた第 4 章 3 節で述べる。 











































































































改革ビジョン」で精神病床に入院中の患者約 33 万人のうち 7 万 2 千人が「受け入れ条件が
整えば退院可能」である社会的入院患者としたうえで 2013 年までにその解消を図る方針を
示した。この指針では具体的な取り組みとして包括的地域生活支援プログラム（ACT：










































































































の可能性が高い。また、ピネルの弟子であるエスキロール（Jean Etienne Dominique 
Esquirol:1772-1840）はサルペトリエールをピネルから引き継ぐが、彼の治療的野心は政府
と関係をもつことで社会防衛役割を果たす収容所構想を受け入れ、精神病／障害者の治療



































推進させた１１のだが、州立精神科病院は 19 世紀の終わりから巨大化し始める。 
19 世紀末までの巨大化した州立精神科病院は、平均で 400 人以上の入院患者を抱え、病






















































1852 年までの間に南部の 9 州で精神科病院が設立される成果を生んだ。しかし、その後の
南北戦争（1861 年-1865 年）に伴う経済の危機的な状況と入院患者の増大は、州立精神科
病院におけるケアを治療から遠ざかる。それはモラルトリートメントの衰退からも明らか















ード・ビアーズ（Clifford beers：1876-1943）の厳しい告発『わが魂に逢うまで A Mind That 
Found Itself』（1908 年）に遭遇しなければならなかった」と述べている。ビアーズは 1908
年に『わが魂にあうまで』を出版し同年にコネチカット州精神衛生協会を設立した。1928
年には全米精神衛生財団が設立された。20 世紀初頭には精神科病院治療とは別の形のケア
の萌芽がみられる。まず、ニューヨーク博愛学校（New York School of Philanthropy）の
アレクサンダー・ジョンソン（Alexander Johnson）とニューヨーク州慈善援護協会（New 
York State Charities Aid Association）のハマー・フォークスが精神科病院を退院した人の
追跡調査を行う。 
ジョンソンとフォークスは過去 3 か月間に州立マンハッタン病院を退院した患者たちを












米精神科ソーシャル・ワーカー（PSW）協会が設立されている。1914 年から 1918 年の第





























変え、1946 年の精神健康法（National Mental Health Act）制定のきっかけとなった。精
神健康法（National Mental Health Act）制定以後、ケネディ教書に至る様々な動きがみら



















480 万人の男子に対して約 110 万人が精神・神経的な障害があるという理由で兵役を免除
17 
 





戦争と戦争神経症研究と精神衛生運動の隆盛は、1946 年の精神健康法（National Mental 
Health Act）制定を後押した。精神健康法（National Mental Health Act）をもとに国立精
神衛生研究所（NIMH; National Institute of Mental Health）が設立される。精神健康法


































1955 年、精神衛生研究条例（Mental Health Study Act）が議会を通過し、同条例に基
づき、「精神疾患の人間的、経済的問題と精神病者に対する診断、治療、看護、リハビリテ
ーションに利用される、資金、方法、技術の国家的分析と再評価」という目的をもった「精
神疾患と精神衛生に関する合同委員会」が設立された。1950 年代から 1960 年代初頭には
精神健康法や国立精神衛生研究所によって精神科医、心理士、PSW、精神科看護の専門家



















「精神衛生行動計画」（Action for Mental Health）をもとに、ケネディ大統領は「精神病
及び精神薄弱に関する大統領教書」（Special Message to the Congress on Mental Illness 










































たりまでは “Opening the Backdoor”といわれる方法を採用し、病床数や在院患者数を減少




した。何が違い問題であったのか。宗像が示す資料（図表 1）では在院患者数は 1964 年あ











なっている。これは脱精神科病院化が進んだと考えられるが、1970 年には 45 歳以降の「老
人および要介護者のためのホーム」の割合が増加している。また、退院後に自立的生活・
社会復帰などを目指すため、期限付きの住居であるハーフウェイ・ハウスも 1970 年前後か
ら増加している。1963 年には全米で 40 ほどあったハーフウェイ・ハウスが 1963 年には
128、1971 年には 196 か所となった。 
図表 1（宗像 1984:402） 
アメリカ国立精神衛生研究所の調査によると 1973 年のハーフウェイ・ハウスのベッド数

















きリハビリテーションを行う地域資源（alternative of mental hospitals）に移してケアを
受けることが提言された。その基幹となるのが CMHC であった。ケネディの計画では、人
口 7.5 万から 20 万の地域を担当する CMHC を 2000 ほど作る予定だったが、1970 年代後





































情景の再現にほかならない。これこそまさに国家的恥辱 （national disgrace）である。（秋元監 共同




性 精 神 病 者 の ケ ア - そ れ は 依 然 と し て 国 家 の 恥 辱 で あ る 」（ Talbott JA. ：






















































「脱」精神科病院前期は 1950 年代から 1970 年頃まで、”Closing the Frontdoors”と表現さ









































州政府の負担率が 1969 年には 90%に増加した」（竹端 2008:91）。1967 年に精神科病院へ
の非自発的入院を制限し地域の保健サービス利用を促すランターマン・ペトリス-ショート
法（Lanterman‐Petris-Short-act 以下 LPS 法）３１が成立している。 
次に州行政の財政的動機を述べる。退院者の多くがナーシングホームへ移ったと述べた
が、「転施設」ともいうべき現象を後押ししたのが老人医療扶助（1960 Medical Assistance 
for Aged）や老人医療扶助（1965 Medicare）、公的医療保険（1965 Medicaid）、補足保





った州の負担率は、1971 年には 36％でメディケア・メディケイドによる支出は 16％にな
った。他方、ナーシングホーム数は 1960 年から 1970 年の間で 74％増加した。 
ただし、短期的には SSI 以外の州政府の福祉コストは上昇するため、カリフォルニア州






























和 39 年 10 月 31 日発行）の 11-16 頁に掲載されている。また、『精神衛生』同号では、秋





授で 1966 年から国立武蔵療養所（現在国立精神・神経センター）所長を務めている。1970 
年代には、秋元は米国精神病院の医師不足を指摘して「病院ではなく収容所であるところ
も多いが、大学と連携をして充実した研究を行っているところは、臨床場面でも活発で病

















































 1977 年、カーター大統領の政権下大統領の諮問機関として「精神衛生調査委員会」（The 
Commission on Mental and Health）が発足する。1977 年 2 月 17 日に発足した委員会は、
トマス・ブラインアント委員長、カーター大統領夫人ロザリン・カータ （ーRosalynn Carter）
を名誉委員長とし、20 名の委員で構成された。委員会は、ケネディ教書以降の状況を調査
し、最終報告３３を 1978年 4月 27日ホワイトハウスで正式にカーター大統領に提出する３４。








 1980 年 10 月 7 日、報告書の提言を骨子とした新しい法律「精神保健体系法（Mental 
Health Systems Act）」が成立する。1981 年から 1984 年の会計年度に精神保健予算 7 億
1950 万ドルが計上され、大部分が大統領委員会の報告書の勧告に基づいて地域精神保健サ
ービスに用いられることになる。しかし、1981 年レーガン政権時に CMHC 法が廃止され、






（the program of assertive community treatment）とクラブハウスモデル（Clubhouse 
Model）がある。次に ACT とクラブハウスモデルの取り組みと特徴を紹介する。 
 












ACT の起源は 1960 年代にウィスコンシン州マディソンの州立メンドタ病院で始められ









ぞれの場所で支援がチーム自らにより提供される。ACT の支援は 24 時間の利用と即応が可
能という原則も特徴である。 
 
3-2  Clubhouse Model の特徴 
 1944 年にニューヨーク市で州立病院を退院した 4 名の精神疾患を持つ人たちによって自


















































ければ日本のファウンテンハウスが育つ」とした（秋元監修 共同作業所全国連絡会 編 















































は被害妄想があるとして父親が入院手続をとった。当初、2 週間から 3 週間の入院予定であ







































































































































































神科病院は 1875 年に設置された京都癲狂院が最初である４２。1878 年に加藤瘋癲病院４３、







治療は帝国大学医科大学に一任される。1935 年の全国の精神科病院数は 143 病院で、病床












が把握している 1918 年の私宅監置者数は 4000 人弱であった。精神病院法成立後 16 年経
過した 1935 年の私宅監置者数は 7200 人ほどである。1918 年と 1935 年の病院監置数は共
に 5000 人ほどでほぼ変化はない。どこにも収容されていない未監置（1918 年）／放置（1935














村松らの調査よりも 4 年前の 1935 年には、京都市社会課が刊行した「精神障害者に関す
る実態調査」がある。調査報告では病院に収容・監置されている者が 823 人、未監置が 1443
人で、未監置の家庭の経済状況が悪いことが報告されている。未監置者家庭の 87％は借家





 1930 年春、甲府市内の月収 40 円程度の７人家族の家庭で主婦が発病。親戚・知人の援助をうけて脳病












  ここで発病後４年目の 1934 年、はじめて県費による治療費の支弁が許可され、患者は市立療養所に再













































































































































































































































1958 年 10 月 2 日、厚生事務次官通達、いわゆる精神科特例（発医第 132 号）通達がなさ
れた５６。この通達によって治療者・看護者を他科より低い割合の人員配置が可能となった。
同時に次の政策も実施された。1960 年、医療金融公庫が開設され医療機関への低利融資が






























数が 4858 病院に対して 1945 年では 645 病院となっている。病院数が 7 分の 1 に激減して
いることからも十分な医療が提供できたとは考えにくい。精神科も 167 病院から 32 病院、




広田によると 1945 年の東京都立松沢病院（当時は東京府立）在院者数が 1169 人で、死亡
























































































神科病院数・病床数は増加する。1945 年に 32 か所であった精神科病院数は 1955 年には
260 か所となり、1960 年には 506 か所となる。1945 年の病床数 3995 床が、1947 年には
17196 床と増える。1949 年には 15762 床と一旦減少するが、1955 年に 44250 床と増加し
8 年後の 1963 年には 136387 床、1973 年には 265904 床と急速に増加する。国公立病院病
床数の変化と私立病院病床数の推移をそれぞれ見ていくと、1957 年の国公立病院病床数が
15037 床、1967 年には 33023 床、1977 年には 39544 床であった。私立病院の病床は 1957
年 49688 床、1967 年に 168785 床、1977 年には 247761 床である。 
まず、1950 年代から 1960 年代の医療に関わる制度や政策を概観し、それらの政策が精
神科病院や病床の増加にいかに作用したのかを述べる。 
 




1952 年 厚生省 「生活保護者のための施設」構想 
1953 年 生活保護法の医療実態調査 
1954 年 同調査を受け、精神病院協会に対し厚生省保護課長より「精神障害者の入院費を
減額する方法はないか」と調査等の要請 
同年   精神病院協会 調査結果をもとに反対 
1956 年 精神病院協会 厚生省へ次のような要望書を提出する 
①  精神病院の改修にかかる費用の長期低金利融資制度の確立 
②  精神病院病床増床に対する国庫補助と坪単位の増額 
③  精神病院の看護員ことに男子看護員養成方策の確立 
④  精神衛生法の改正（精神障害者医療基準の改定） 
⑤  措置入院費の国庫補助率の改正（最低 8/10） 
⑥  厚生省精神衛生課の拡充 
1958 年 「緊急救護施設」の設置６２ （1954 年 厚生省の要望の具現化ともいえる） 
同年   精神科特例  






10 月 2 日に厚生事務次官通達、いわゆる精神科特例（発医第 132 号）通達がなされた。精





1961 年 精神衛生法改正で措置入院国庫負担率が 1/2⇒8/10 に 
同年   「厚生省公衆衛生局長通知」（経済措置） 
同年     国民皆保険 
1962 年 医療法一部改正→国公立病院の病床数の増加抑制 
 
措置入院の国庫負担の増加は精神病院協会が申し入れていたが、すぐに実現されなかっ

















に広田（1981）の著作から 1961 年の厚生事務次官通知（衛発 311 号）と 1963 年の公衆衛
生局長名の通知（衛発 393 号）をそれぞれ引用する。 
 















ら、法第 23 条の規定による診察及び申請に関する周知徹底及び、法第 42 条の規定による訪問指導の










私立精神科病院になされた。参考までに、公立病院の精神科病床数は 1955 年に 11.872 床


































経済措置が通達された 1963 年は、高度経済成長期の第 1 期の終わりとされる。高度経済



















ている６６。5 年後の 1981 年度の「精神衛生対策補助金等」は 78.4020241 千円と 9.3％ほ
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精神科病院や病床が急速に増加した 1960 年代から 1970 年代に大和川病院と同質の処遇
に対する批判や指摘は多い。日本政府の要請によって WHO はイギリス・フルボーン病院


















1963 年に「第 2 回精神衛生実態調査」が行われた（203 地区 11858 世帯、44092 名を対
象）７０。調査から精神病／障害者（精神薄弱者を除く）の医療・指導状況は、精神科入院
15.6％、精神科通院 10.7％、他科通院 19.1％、指導を受けている 1.9％、その他 52.7％と
いう結果から次のように試算された。精神科病院への入院 28 万 3 千人、その他の施設に収
容 1 万 5 千人、在宅での精神科医・神経科医による治療指導 27 万 4 千人、在宅でその他の
指導 7 万 4 千人。調査結果は同年 11 月 30 日に発表された。その時の新聞見出しは“三分
の二は野ばなし”であった。1964 年 11 月ケネディ教書全文が『精神衛生』に掲載される。
同号の『精神衛生』では、当時東京大学教授であった秋元波留夫がケネディ教書の基礎と







































































































































































































































院への道筋をつける」という方向性は 1950 年の時点で示されている。 
1965 年改正は、精神衛生法成立時の法の精神を強化し、具体化したものとも言えるが、
その理由とは何か。確かにライシャワー事件は法改正に至る直接の原因である。しかしそ
れ以前から法改正に向けた取り組みがあった。前章で述べた 1963 年の第 2 回精神衛生実態
調査が行われ（203 地区 11858 世帯、44092 名を対象）、精神科入院 15.6％、精神科通院











正（1954 年）を経て 1965 年改正に至る。改正の契機は、前年に起きたライシャワー駐日
大使刺傷事件（以後、ライシャワー事件）だ。ライシャワー事件とは、1964 年（昭和 39
年）3 月 24 日、駐日大使であったエドウィン・O・ライシャワーがアメリカ大使館前で統
合失調症患者の青年にナイフで大腿を刺され重傷を負った出来事を指す。 
批判が集中した国家公安委員会は、国家公安委員長の早川崇が辞任し、28 日に臨時の委
員会を開いて「犯罪予防の強化」の方針を打ち出す。この方針を受け 4 月 4 日の第 3 回臨
時国家公安委員会では「警察官の家庭訪問の徹底、患者リストの整備、保安処分の早急な
実施、自傷他害の恐れのある者の警察への通報」という精神病／障害者の早期発見のため








という方針が打ち出されている。他方、厚生省は 3 月 29 日に「病床の増設を急ぐこと」と






























招き、人道問題といっても過言ではありません（協会 20 年記念誌編集委員会 編 1971:326）。 
 
 「精神病／障害者の入院は国庫が負担せよ」との主張はライシャワー事件後の精神衛生






























もあったとされる。岡田靖雄から引く（岡田 2002）。  
 




















































































 年 次 外来患者年間延数 年 次 外来患者年間延数 
1955 年   521,000 1967 年     3,570,000 
1956 年      621,000 1968 年     4,205,000 
1957 年      756,000 1969 年     4,558,000 
1958 年      856,000 1970 年     4,978,000 
1959 年     1,082,000 1967 年     3,570,000 
1960 年      1,394,000 1971 年     5,164,000 
1961 年     1,620,000 1972 年     5,488,000 
1962 年     1,889,000 1973 年     5,962,000 
1963 年     2,226,000 1974 年     6,361,000 ＊2 
1964 年     2,512,000 1975 年     6,576,000 
1965 年     2,761,000  ＊1 1976 年     6,868,000 



































種 類 病院が実施 診療所が実施 合計 月延べ利用人数 
大規模デイ・ケア 663 187 850 341.414 
小規模デイ・ケア  435  273  708 95.529 
デイナイト・ケア  277  113  390 115.262 
合  計 1.375  573 1.948 *1 552.205*2 
*1 ショート・ケア、ナイト・ケアを含めた総施設数は 3.132 施設 



















再発・再入院予防   93.７％   84.0％ 
慢性期患者の居場所   72.1％   60.４％ 
薬剤処方についての相談・調整   58.4％   59.７％  
回復期リハビリテーション   53.0％   57.8％ 
就労支援   31.0％   41.6％ 
在宅急性期医療の一環   13.7％    7.3％ 
復職支援    8.4％   15.5% 





















































精神保健福祉領域で仕事を始めた。職場は精神病／障害者を対象とした作業所であった。   
69 
 









































































































































1959 年の調査では開放率は高くないが、実施する病院は存在している。浅野は 1956 年






収容と開放／閉鎖病棟に関した記述がある。国立肥前療養所の開放処遇は The most 
important person in the hospital is patient という理念で実践された。しかし、稲地の評か
らその後の開放処遇は人道的観点という印象はない。地域移行を可能にする向精神薬が収
容管理に使われたのと同様に、開放処遇もまた収容管理の手段として使用された。 





と評している。第 2 次開放化を理解するために、次節で生活療法を説明する。 
 
3-2 生活療法と「管理」 











































































































































































































































































































































このような潮流は現在でも変わっておらず、筆者が 2011 年 3 月まで所属した社会福祉法





行を果たした A さんの事例を紹介したい。 
 
1-1 支援と「管理」の関係――Ａさんの事例 











宅の 4 階と 5 階に部屋を一室ずつ借りてケアホームとしている。部屋の間取りはリビング




























































































たためで、A さんも同行した。筆者を含めてコロニー体験をした支援者と A さんがコロニ
ーを訪問したところ、A さんを知る施設職員が彼にたくさん声をかけた。しかし、A さんは
挨拶をあまり返さず「早くケアホームに帰りたい」と何度も訴えた。 























































































































































加者と 10 ヶ月という長期間の調査へ発展した。 







本論文で述べるグループインタビューは、2009 年 9 月 16 日から 2010 年 6 月 30 日の間
で 25 回行った。2 週間に 1 度、水曜日の 14 時から 15 時に地域活動支援センターの談話室
の一角で行うことを初回に伝えた。談話室は 20 畳ほどの畳敷きの部屋で机を囲んで話を行





































































































































































































ており９９、半数以上の 217 がアメリカのクラブハウスである（2008 年）。 
 第 1 章でも述べたが、クラブハウスモデルの成り立ちを確認しておこう。クラブハウス
モデルの始まりは、1944 年にニューヨーク市で州立病院を退院した 4 名の精神疾患を持つ

































「We Are Not Alone」はクラブハウスモデル関係者の合言葉であり、クラブハウスモデ
ルを象徴する言葉である。「集っている。話している」状態から、クラブハウスコミュニテ
ィでの活動に携わることで継続的な連携が可能になるということであろう。クラブハウス
には 4 つの権利、"The right to a place to come"（来る場所への権利）、"The right to a place 
to return"（帰る場所への権利）、"The right to meaningful work"（意味ある仕事への権利）、

























































































































































































































































として ACT/PACT（the program of assertive community treatment）と Clubhouse Model






















































































































 第 3 章までに検討したのは、病院化に関わる 3 つの要因だった。広義の社会防衛、精神
病／障害者に金をかけようとしないこと、民間病院による利益追求につながる供給システ


















































































































































見は 1998 年の精神医療費が 1 兆 5 千億円に対して精神福祉費は 152 億円、平成 16 年度で











































































                                                  
１ 包括的地域生活支援プログラム（ＡＣＴ）と銘打ってはいないが、2012 年 2 月に多職種チームによる
アウトリーチ（自宅等への訪問型支援）によって精神病／障害者が病気の再発や再入院を防ぎ地域生活を
維持できることを目的とした「精神障害者アウトリーチ推進事業」が予算化された。予算（案）概要とし











３   原文では Comprehensive Community Mental Health Centers であり日本精神神経学会精神衛生法
改正対策委員会・日本精神衛生会 訳による 





５ 1950 年代の整備計画ではそれが改められ、3 等級に分類した病院のうち、第 1 級（定床 500 以上で、
わが国の県立中央病院クラス）病院には、脳神経科や膠原病科とならんで、精神神経科を設けるように






７ トーマス・ストーリー・カークブライト（Thomas Story Kirkbride）はアメリカの精神医療の開拓者
の一人とされる人物であり、病院改革の指導者の一人である。 
８ たとえば、1728 年にロンドンの Guy 総合病院に併設精神病棟が開設され 1752 年にペンシルベニア一
般病院、1792 年ニューヨーク病院が併設精神病棟を開設している。（鈴木 1969） 
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１０ トーマス・S・カークブライドも同時期に合衆国精神病院長協会（The Association of Medical 
Superintendents Psychiatric Hospitals for the Insane）の創設（1844）に参加している。この合衆国






した。1845 年から 1852 年までの間に、南部の９州が精神病院を設立した。（Embassy Of The United 
States In Japan  About the USA 2012 年 5 月 11 日閲覧） 
１２当時の州立精神病院の予算の少なさと処遇の酷さについては以下の引用に詳しい。 




















「たとえば 1935 年ごろから始まった、いわゆるロボトミーという精神科外科が、日本では 1942 年
113 
 
                                                                                                                                                  




















ズムは解任される。ここからも 1920-30 年代の州立精神病院の処遇の劣悪さは想像できる。 
１６ 筆者の管見であるが、PTSD の治療史の文脈で語られる場合が少なくない。 
１７ 十分な量の睡眠剤が睡眠を保証するために投与された[……] できるだけ兵士を安息にさせ、シャワー
を浴びせたりリラックスさせた。患者たちは、24 時間から 36 時間治療を受け、その後休息所（Clearing 
station）に搬送された 









歩をもたらした第二次世界大戦の産物であった」（Trattner  1974=1978:173-4） 
１９ Alfred Stanton , M.S. Schwartz, Morris Schwartz 1954 Mental Hospital,Goffman, Irving 1961 
114 
 
                                                                                                                                                  
Asylums, Thomas J. Scheff  1966 Being Mentally Ill Ennis, Bruce 1972 Prisoners of Psychiatry 









への道――精神医療と人権 III』pp3-58 原文は Soiomon,H.:American Psychiatric Association in 
relation to American Psychiatry,Am.J.Psychiatry,115,1,1958 





この書は The Group for the Advancement of Psychiatry(GAP) という学術団体の精神医療に関する報告





















                                                                                                                                                  
とであった。政府はこのリポートの多くの発見を受け入れたが、基金を増加させることが必要であると
いう決定的な勧告には留意することがなかった」 
（The Chronic Mental Patient in the Community the Group for the Advancement of Psychiatry 
1978） 






２６ Trent, James W., Jr. 1995 Inventing the Feeble Minded : A History of Mental Retardation in the 















受けたこともあって、身の上話をすることをしばらく躊躇していた。1962 年 9 月になって、ようやく彼
らは、家族の秘密を明るみに出す決心をした」 
２７ 州立精神科病院での処遇については 20 世紀初頭のクリフォード・ビアーズの著書『わが魂に逢うま









                                                                                                                                                  
な精神病院に押しこめ、われわれの視野から抹殺し、忘れ去っていくといった従来の治療法は、今や古
めかしいもの」と述べた。 
２８  宗像 1984 
２９ 杉野は「前期と後期の区分は難しい」と指摘したうえで、モリセイの区分を紹介している。 
３０  19 世紀に創設されたマサチューセッツ州ウォチェスター州立精神病院の創立当初からの周期的改革
分析である。 
３１  1967 年成立。1972 年完全施行。1967 年成立時のカリフォルニア州知事はロナルドレーガンであり、
大統領であった 1984 年に CMHC の新規建設を中止している。 
３２  ケネディ教書や脱精神科病院に対するわが国の専門家の評価については稿を改めて検証をおこなう。 
３３  報告書は 4 巻で構成されている。第 1 巻が勧告書、第 2－4 巻が付属資料であり、歓告書は 117 項目











３５  ACT が提供するサービスの具体例として、ケース・マネジメントをその手法とするサービスの立案、
評価。精神科の医療サービス。就労支援。住居支援。家族への支援と教育。薬物・アルコール乱用と依
存の治療サービス。地域で直接提供されるリハビリテーションなどがあげられる。 












と判決されていない者を無期限に拘留する懲治場に変わってしまう」（寺嶋 1985）  
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４２ 1882 年に経済難により廃止されている。経費の多くを篤志家からの寄付に頼っていたためであるとさ













４５ 村松常雄,松本肇,斎藤徳次郎 1942「東京市内浮浪者及び乞食の精神医学的調査」『精神神経誌』46：70-92 
















から理論づけたこととなった。（全国精神衛生連絡協議会 編 1969）」という記述を紹介している。 
４９ わが国初の精神科外科療法は 1938 年に新潟大学で実施され、その後 1947 年に松沢病院で開始される












































                                                                                                                                                  
ヲ重ヌルモノトイウベシ」という呉の言葉は精神保健福祉士養成のテキストなどにも引用される。（日本
精神保健福祉士養成校協会 編 2009） 
５６生活保護法の医療扶助により、精神病院に収容されている精神障害者のうち六〇％内外のものには治療









































６３ 藤井（2004）http://homepage2.nifty.com/fujiken_0330/home/html/ronbun3_1.html  








































６６ 1976 年度の「精神衛生対策補助金等」予算額は 86.416.417 千円であり、そのうち医療費公費負担等
に 85.461.129 千円使われている。医療費公費負担等には措置入院と緊急措置入院にかかる費用と通院医
療費公費負の国庫担分が含まれている。医療費公費負担等の 85.461.129 千円のうち 82.668.253 千円が措
置入院医かかる国庫補助となっている。 


















７０ 第 1 回の精神衛生実態調査は 1954 年に、100 地区 4895 世帯 23993 名を対象に実施されている。 
７１精神衛生における医療施設の問題は Action for Mental Health(1961)のなかで、Jack Ewalt が強調して











































昭和三九年四月二八日厚生省公衆衛生局長 若松栄一殿                              
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警察庁保安局長 大津英男                                          
精神衛生法の改生等について申入れ 
   最近精神障害者による重大な犯罪が発生し、治安上これを放置することができないので、その措置
として、次の点について早急に貴省の検討をわずらわしたく申し入れます。 
            記 
第一 精神衛生法の改正について検討すること。 
    改正点は別添のとおり。 
第二 精神障害者の収容体制を強化すること。 




   （別添） 
   精神衛生法に関する改正意見 















     （1） 第二の届出があったとき。 
     （2） 保護義務者が、その保護する精神障害者が他人に害を及ぼすおそれがあると認め、または
その保護する精神障害者が所在不明になったため当該精神障害者の保護を求めたとき。 
      ２ 前項の保護をした場合において、警察官は次の措置をとるものとすること。 
       （1） 前項第一号の届出に基づくときは、すみやかに、届出をした精神病院の長に当該精神障害
者を引渡すこと。 
       （2） 前項第二号の求めに基づくときは、すみやかに、保護義務者に通知するとともに、第二四
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７７ 1965 年開催の第 58 回関東精神神経学会シンポジウム「呉秀三と病院精神医学」における講演の内容











７９ 1974 年に精神科デイ・ケアが健康保険の資料報酬に新設されている。原は「1985 年 11 月には全国
68 か所でデイ・ケアが実施されていた」（原 2011）と書いている。 
 
８１日本精神神経科診療所協会が平成 22 年 11 月に実施した会員基礎調査報告書「開設年ごとの件数」では、
1955 年に 1 箇所 1959 年に 1 箇所が開設している。その後、61 年に 1 箇所、63 年に 2 か所、65 年に 3
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か所が開設されその後、毎年新設がみられる。 
 
８３ （山本 2006） http://jinken.s3.valueserver.jp/wordpress/wp-content/uploads/tiikiikougatahome.pdf 
2014 年 11 月 25 日閲覧 
８４ その他にも「都立松沢病院やあるいは桜ケ丘保養院、また国立武蔵や国立国府台も「開放療法の研究」
としてとりくんでいる」としている。 












病棟、4.社会復帰病棟の機能別 4 単位（男女別計 8 単位）にするのが便利と考えました。このように病
棟を区分すると、入院患者の流れは治療病棟からはじまり、身体治療後の病状に応じて他の病棟へ、最
後には社会復帰病棟へ移ることになります。 
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